
山口県国民健康保険団体連合会



保険医療機関又は保険薬局に係る「レセプ ト電算処理システムによる

電子情報処理組織等を用いた費用の請求」に関する取扱要領

「保険医療機関又は保険薬局に係る光ディスク等を用いた費用の請求等に関する取扱につい

て」平成 18年 4月 10日 保総発04010001号 により取 り扱っているところであるが、平成 22
年 7月 30日 保総発0730第 3号により改定された。

この通知内容を基に山口県国民健康保険団体連合会 (以下「国保連合会」という。)レセプ

ト電算処理システムによる電子情報組織等を用いた費用の請求に関する取扱要領を定める。

1 電子情報処理組織 (オ ンライン)に よる診療 (調剤)報酬の請求について

(1)請求に関する届出

保険医療機関又は保険薬局 (以下 「保険医療機関等」という。)は、療養の給付及び公

費負担医療に関する費用の請求に関する省令 (以 下 「請求省令」という。)の定めるとこ

ろにより、診療 (調剤)報酬の請求に当たつて、電子情報処理組織 (以下 「オンライン」

という。)を使用する場合、又は使用 しているプログラム等を変更する場合は、あらかじ

めその旨を国保連合会に届け出る (別添 1参照)こ と。

なお、保険医療機関等でオンラインの使用による費用の請求が厚生労働大臣の定める方式

に適合 しているかどうかを事前に確認 したい場合は、国保連合会に依頼 (別添 2参照)し

て確認試験を受けることができるものであること。

(2)請求に関する方法

① 保険医療機関等は、診療 (調剤)報酬請求書情報及び診療 (調剤)報酬明細書情報に

ついて、厚生労働大臣の定める方式に従って入出力装置から入力して国保連合会の電子

計算機に備えられたファイルに所定の期日までに記録すること。ただし、電気通信回線

に障害が生じたときその他の事情により、オンラインによる請求が特に困難と認められ

る場合には、光ディスク等または、個別事情猶予届 (様式第4号)を提出のうえ診療 (調

剤)報酬請求書及び診療 (調剤)報酬明細書により請求すること。

② 返戻照会に係る再請求分がある場合は、保険医療機関等の選択により、オンラインを使

用するか、又は、当月請求のオンラノインの使用による費用の請求分と区別し、国保連合

会が返戻した現行の紙レセプ トに準じて出力した紙レセプト (以下 「出力紙レセプ ト」

という。)に請求省令に定める診療 (調剤)報酬請求書及び診療報酬等請求総括表を添

えて提出すること。

③ オンラインによる請求をする場合は、診療報酬請求書及び診療報酬等請求総括表の提出

は不要とする。

(3)保険医療機関等への連絡等

① 入出力装置から入力して国保連合会の電子計算機に備えられたファイルに記録された

診療 (調剤)報酬請求書情報及び診療 (調剤)報酬明細書情報等について、読み取り不

能が生じた場合は、受付処理結果ジス トにより確認すること。

② 診療 (調斉J)報酬請求点数の算定誤 り、審査による査定等、請求点数に異動が生じた



場合は、増減点返戻通知書により連絡すること。

③ 記載事項の不備等事務的理由による返戻及び審査委員会の返戻照会並びに保険者から

の再審査請求による返戻は、入出力装置から入力して国保連合会の電子計算機に備えら

れたファイルに記録された請求情報に基づき作成した出力紙レセプ ト及びオンライン

の使用により行 うこと。

(4)オンライン請求における請求確定処理

オンライン請求可能期間は毎月、 5日 から10日 (8:00～ 21:00、 ただし8～ 10日 は8:00

～24:00ま で)、 訂正可能期間は5日 から12日 (8:00～ 21:00、 ただし8～ 10日 は8:00～2

4:00ま で)と し、請求確定処理は、確定時に 1回のみ行 うこと。

2 光ディスク等による診療 (調剤)報酬請求について

(1)請求に関する届出

保険医療機関等は、請求省令の定めるところにより、診療 (調剤)報酬の請求に当たつ

て、厚生労働大臣の定める方式に従つて記録 した厚生労働大臣の定める規格に適合するフ

レキシブルディスク又は光ディスク (以下 「光ディスク等」という。)を使用する場合、

又は使用しているプログラム等を変更する場合は、あらかじめその旨を国保連合会に届け

出る (別添 3参照)こ と。

なお、保険医療機関等で作成する光ディスク等が、厚生労働大臣の定めた記録条件仕様

等に適合しているかどうかを保険医療機関等が事前に確認 したい場合は、国保連合会に依

頼 (別添 4参照)して確認試験を受けることができるものであること。

(2)請求に関する方法

① 保険医療機関等は、診療 (調剤)報酬請求書情報及び診療 (調剤)報酬明細書情報を

記録 した光ディスク等を正・扇12枚作成 し、正本に所要の事項を記載 したラベル 錫噂添

5参照)を貼付し、光ディスク等送付書 (男U添 6参照)を添付のうえ、国保連合会に所

定の期 日までに提出すること。

② 光ディスク等の提出に当たつては、破損等を防止するため、保護ケースを使用するこ

と。

③ 光ディスク等の副本は、保険医療機関等で保管すること。なお、国保連合会に提出し

た正本が傷等の理由から読み取りができない場合、正本に代えて提出するものであるこ

と。

④ 返戻照会に係る再請求分がある場合は、当月請求の光ディスク等の請求分と区分 し、

国保連合会が返戻した出力紙 レセプ トに請求省令に定める診療 (調剤)報酬請求書及び

診療報酬等請求総括表を添えて提出すること。

⑤ 光ディスク等による請求をする場合は、診療報酬請求書及び診療報酬等請求総括表の

提出は不要とする。

(3)保険医療機関等への連絡等

① 提出された光ディスク等について、読み取り不能が発生した場合は、受付エラー連絡



票により連絡すること。

② 診療 (調剤)報酬請求点数の算定誤 り、審査による査定等、請求点数に異動が生じた

場合は、増減点返戻通知書により連絡すること。

③ 記載事項の不備等事務的理由による返戻及び審査委員会の返戻照会並びに保険者か

らの再審査請求による返戻は、光ディスク等に記録された請求情報に基づき作成した出

力紙レセプ トにより行 うこと。

④ 事務処理が終了した光ディスク等は国保連合会で所定の期間保管し、保険医療機関等

への返還は行わない。

3 療養の給付費等の請求の代行

保険医療機関等は、医師、歯科医師又は薬剤師を主たる構成員とする団体 (そ の団体を

主たる構成員 とする団体を含む。)で、医療保険の運営及び審査支払機関の業務運営に密

接な関係を有 し、かつ、十分な社会的信用を有するものであつて療養の給付及び公費負担

医療に関する費用の請求の代行を行 うもの (以下 「事務代行者」という。)を介したオン

ラインの使用による請求を開始する場合、中止する場合又は事務代行者が使用しているプ

ログラムを変更する場合は、あらかじめその旨を国保連合会に届け出る (別添 7参照)こ

と。

4 レセプ トデータの入力について

(1)高点数レセプ トについて、35万点以上は診療口ごとの日計表情報「NI」 、8万 J点 以上

は症状詳記情報「SJ」 を入力すること。

(2)旧老人保健制度の被爆者分は、「特記事項」欄に「43」 の入力を行い、一部負担金襴

の減免区分欄にコー ド「4」 を入力すること。

(3)「特別療養費」分レセプ トは、紙レセプ トに診療報酬等請求総括表を添えて提出し、オ

ンライン請求データ又は光ディスク等による請求のデータには入力をしないこと。

(4)複数の診療科を標榜する保険医療機関においては、「任意診療科コー ド」のデータ入

力を依頼することがある。

5 再審査の申出及び請求の取下げ申出

再審査の申出及び請求の取下げ申出の方法は、出力紙レセプ トにより行うこと。


